
始期 終期

1 単

住民税非課税世帯
等支援金事業【低
所得者世帯給付
金】

福祉課

①コロナ禍等におけるエネルギー・食料品等価格高
騰の影響を受けた生活者等に対し、必要な支援をき
め細やかに実施できるよう、住民税非課税世帯に対
し、1世帯当たり３万円の電力・ガス・食料品等価格
高騰に伴う住民税非課税世帯支援金を支給する。
②　電力・ガス・食料品等価格高騰に伴う住民税非
課税世帯等支援金給付に係る事業費及び事務費
③事業の対象
　交付対象予定者
世帯全員の令和５年度分の住民税均等割額が非課
税である世帯。住民税が課税されている者の扶養親
族等のみからなる世帯を除く。

R5.8.1 R5.11.1 144,300,000    144,300,000    
 　申請意思を示した対象世帯
の100％へ当該支援金（1世帯
あたり3万円）を支給する。

 　支給要件確認書を5,168世帯
へ送付し、4,807世帯から返送
があった（返送率93.0％）。
また、3世帯から支給申請が
あった。合計で4,810世帯へ支
給を行った。
　コロナ禍等におけるエネル
ギー・食料品等価格高騰の影
響を受けた生活者等に対し給
付金を支給することで、負担軽
減を図ることができた。

2 単
住民税非課税世帯
等支援金事業(事
務費)

福祉課

①コロナ禍等におけるエネルギー・食料品等価格高
騰の影響を受けた生活者等に対し、必要な支援をき
め細やかに実施できるよう、住民税非課税世帯に対
し、1世帯当たり３万円の電力・ガス・食料品等価格
高騰に伴う住民税非課税世帯支援金を支給するに
あたって、必要な事務経費。
②　電力・ガス・食料品等価格高騰に伴う住民税非
課税世帯等支援金給付に係る事業費及び事務費
③事業の対象
　交付対象予定者
世帯全員の令和５年度分の住民税均等割額が非課
税である世帯。住民税が課税されている者の扶養親
族等のみからなる世帯を除く。

R5.6.21 R5.12.13 15,771,258      12,025,000      
 　申請意思を示した対象世帯
の100％へ当該支援金（1世帯
あたり3万円）を支給する。

 　給付金を支給するための電
算システム改修や人材派遣業
務委託を行うことで事業実施体
制を整え、速やかに給付金を
支給することができた。

3 単 水道事業会計繰出
政策調整課
水道課

①コロナ禍等におけるエネルギー・食料品等価格高
騰により、生活者や事業者の経済的負担が増加して
いるため、水道料金を減額し、住民の経済的負担の
軽減を図る。（減額対象は、公共施設を除く。）
②水道事業会計の収益補填及び費用補助
③蓮田市水道事業、水道を使用する市民、事業者

R5.7.19 R6.2.20 108,083,000    104,957,000    
 　市内において総額
105,098,470円の経済的負担の
軽減を図る。

 　市民及び市内事業者の水道
料金を6か月間減額すること
で、経済的負担の軽減を図るこ
とができた。
減額対象件数　83,302件
減額実施額　118,625,661円（税
込）

4 単
蓮田市プレミアム
付商品券発行事業

商工課

①プレミアム付商品券を発行することで、コロナ禍等
におけるエネルギー・食料品等価格高騰等の影響を
受けた生活者や事業者を支援する。また、それによ
り地域経済の活性化を図る。
②プレミアム率25％のプレミアム付き商品券の発行
及び販売等
③市民、市内事業者（プレミアム付商品券取扱店）、
商工会

R5.7.21 R6.3.13 39,850,625      39,850,000      

 　発行冊数12,000冊を完売す
る。
　また、令和4年度に実施した
プレミアム付商品券発行事業
において、事業に参加した事業
者数204事業所を維持する。

 　販売冊数は11,991冊、参加
事業者数は191事業者であっ
た。

5 単
小中学校等給食費
補助事業（物価高
騰対応分）

教育総務課

①コロナ禍における食材高騰を受け、義務教育を受
ける子育て世帯の住民の経済的負担を据え置き、
かつ食材の品質等の確保を図る。
②子育て世帯の住民の負担する給食費（物価高騰
対応分）（教職員は除く）
事業の概要
③市内小中学校に在籍する児童又は生徒の保護者

R5.10.10 R6.3.25 15,907,990      2,663,000       

 　補助対象である市内小中学
校の延べ4,130人の保護者に
対して、総額16,181,000円の経
済的負担軽減が図れる。

 　令和5年9月から令和6年3月
の期間において、補助対象で
ある市内小中学校の延べ4,062
人の保護者に対して、総額
15,907,990円の経済的負担軽
減を図った。

323,912,873    303,795,000    

令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　実施事業概要及び効果検証

総事業費

事業期間

合計

効果検証№

単
独
・
補
助

事業名称 所管課

事業概要
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金
充当額

成果目標


